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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、民事訴訟法につき日本と同じドイツ法系に属し、ドイツ法にも日本法に
も大きな影響を与えてきた、オーストリアの民事訴訟法の立法史の２つの局面を明ら
かにするものである。すなわち、第１部では、神聖ローマ帝国皇帝ヨーゼフ２世統治
下の啓蒙主義の時代に制定された一般裁判所法（１７８１年公布）の成立史が、第２
部では、君主制の崩壊が近づきつつある中で、少なくとも起草者の意図としては「社
会政策」の一環として制定された民事訴訟法（１８９５年制定）の成立史が、それぞ
れ詳細に描き出されている。 
 第１部は、これまであまり論じられず、論じられたとしても訴訟法の技術的な側面
には十分に触れられることがなかった、オーストリア一般裁判所法の成立史を、一次
資料に基づいて、政治史と絡めながら記述するものであり、比較民事訴訟法立法史研
究として大きな学問的価値を有している。特に、同じく啓蒙主義君主として知られる
フリードリッヒ大王時代のプロイセン法との比較には、非常に興味深いものがある。
 また、第２部は、わが国の民事訴訟法大正１５年改正において広範にわたって参照
されたオーストリア民事訴訟法の成立史を扱う中で、その起草者であって、三ケ月
章、中野貞一郎などのわが国の民事訴訟法研究者に大きな影響を与えた、フランツ・
クラインの伝記的な事実を紹介する。そこでは、晦渋さで知られるクラインの全著作
を基礎資料として、彼の訴訟法に関する基本的な考え方が抽出されている。以上のこ
とは、比較民事訴訟法立法史研究としてだけでなく、民事訴訟法解釈学のための基礎
研究としても大きな意義を有する。とりわけ、クラインの舌鋒の鋭さの中に、政策論
的な性急さを見いだす著者の立場は、クライン賛美に対する警鐘として傾聴に値す
る。 
 そして、第１部と第２部を通じて、民事訴訟における裁判官と当事者の役割分配
（職権主義か、当事者主義か）という民事訴訟法の立法・解釈にとっての永遠のテー
マについての答えが、弁護士に対する社会的評価に相当程度左右されてきたことを明
らかにしたことも、重要な学問的な成果である。そして、このことが、１９７０年代
から８０年代にかけてドイツで巻き起こり、わが国の解釈学にも大きな影響を与え
た、弁論主義をめぐる熾烈なイデオロギー論争を考察するための歴史的な視座を提供
していることも、高い評価に値する。 
 しかしながら、本論文に問題点がないわけではない。例えば、第１部で指摘される
プロイセン法とオーストリア法の間の著しい相違が生じた原因や、クラインが起草し
たオーストリア民事訴訟法が、少なくとも表面的にはこのプロイセン法との部分的な
類似性を示していることの原因には、なお探求の余地があるように思われる。また、
オーストリア民事訴訟法が２０世紀を通じてドイツ民事訴訟法典の改正に影響を与え
たことは、「社会政策」の普及ということだけでは説明がつかないところ、その点の
究明が不足しているとも考えられる。 
 しかし、これらの点は、広いコンテクストにおいてオーストリア民事訴訟法立法史
 の重要な局面を描出した、本論文の学問的価値をいささかも損なうものではない。む
しろ、後進に対する問題提起として大きな意義を有している、と言うべきである。 
よって、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認められる。 
また、平成２９年３月２日に調査委員３名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
た結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。
 
 
 
